
2024年度
基金決算のお知らせ

年金資産は
年金・一時金の支払いや、その財源となる資産の積立状況をみる会計です。

552億円になりました
年 金 経 理

（ 1年間の収支状況は…
（損益計算書）

基金の主な収入源である掛金、年金や一時金の支払い、年金資産の運用損益などの
1年間の収支を明らかにしています。 ）

（ 当基金の財政状況は…
（貸借対照表）

将来の年金・一時金給付のため、当年度末で必要な金額（責任準備金）に対し、
実際に保有している資産がどれくらいあるかをチェックします。 ）

収　入
20億58百万円

支　出
27億4百万円

掛金収入（17億40百万円）
事業主からの掛金

給付費（25億52百万円）
年金、一時金、移換金の支払い

業務委託費（32百万円）
年金や一時金の支払いな
どの業務の委託手数料

運用報酬等（1億20百万円）
信託銀行や生命保険会社
など運用機関に支払った
運用手数料、及び運営事務手数料

運用収益（3億18百万円）
資産運用における収益

資産勘定 552億28百万円

年金資産 

負債勘定 552億28百万円

責任準備金 399億32百万円

別途積立金※ 152億96百万円

※印…別途積立金は期末の剰余金

当基金の2024年度（2024年4月1日～
2025年3月31日）決算が確定しました
ので、その概要をお知らせいたします。

552億28百万円

※市場の変動が大きく、目標としている運用収益率2.3%に対し、実績が0.57%となったため収入が支出を
下回りました。

基金の事務・運営にかかる経費を処理する会計です。業 業務 務経 会理 計・

基金の現況
事業所数
17社

加入者数
10,680人

年金給付
1,479件
874百万円一時金給付

掛金額：1,753百万円／年
（標 準 掛 金） 1,711百万円
（リスク対応掛金） 29百万円
（事 務 費 掛 金） 13百万円

※納付は月単位。全事業所完納。
（老齢給付金）179件 / 1,399百万円
（脱退一時金） 221件 / 307百万円
（遺族給付金） 10件 / 50百万円

　基金は、毎決算時に、財政状況が健全であるかどうかについて継続基準、非継続基準の２つの
基準で積立水準の検証を行うことが法令で定められております。年金受給権の保全のため、「非継
続基準」による財政検証が重要となります。当基金は、いずれも定められた基準値を満たしてい
ます。

《継続基準》　基金が継続していくことを前提として将来の年金・一時金の支払いのために保有し
ておくべき年金資産（責任準備金）が計画どおり積立てられているかどうかの検証

138％ 純資産額 552億円／責任準備金 399億円

《非継続基準》　基金が解散したと仮定した場合に加入者や年金受給者に対し過去の加入期間に見
合う年金を支払うために必要な年金資産が確保されているかどうかの検証

164％ 純資産額 552億円／最低積立基準額 336億円

継続基準による検証結果（基準値100％以上）

非継続基準による検証結果（基準値100％以上）

収　入
1,690万円

支　出
4,422万円

事務費掛金（1,690万円）

事務費（3,662万円）
業務運営に要した人件費、
物件費や代議員会費

コンサルティングフィー等
業務委託費（685万円）

その他（75万円）

積立水準の検証結果決算のポイント❶

※剰余金が膨らんだことから各社への還元のため、2024年度は事務費掛金を月額375円/人→100円/人に減額。
　これにより収入よりも支出が約2700万円ほど大きくなった。2026年3月までこの措置を継続予定。

■検証の基礎数値
・純　資　産　額 552億円 （流動資産＋年金資産－未払給付費）
・責 任 準 備 金 399億円
 将来の年金・一時金給付のため、当年度末で保有しておくべき理論上の積立金の額
・最低積立基準額 336億円
 基金が決算時点を基準として解散すると仮定した場合、それまでの加入期間に見合う加
 入者と受給者への給付を行うのに必要な積立金の額で年金数理人が算出します。


